
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　平成４年度発行の文化会館建設事業債償還金への交付税措置終了や下水道資本費平準化債の発行による基準財政需要
額の大幅な減少で、ポイントは前年度より０．０２上昇しているが、景気低迷による個人・法人住民税の減少に加えて、町内主要法人における
固定資産税 （償却）の大幅な減少などの影響で伸び悩んでおり、類似団体平均より０．０４下回っていることから、今後は、投資的事業計画の
見直しによる新規地方債の発行抑制などとともに、課税客体の的確な捕捉と企業誘致の推進等を図ることで指数の安定・健全化に努める。
経常収支比率　：　前年度より３．９%上昇しており、類似団体平均より６．８%上回っている。これは、地方税及び普通交付税、臨時財政対策債
などの経常一般財源が大幅に減少し、一方で扶助費（保育所運営費・児童手当・障害者支援費 ）、繰出金（下水道事業公債費等 ）における
経常一般財源充当経費の増加が要因である。「集中改革プラン」により、徴収体制の強化や、受益と負担の関係の適正化、各種負担金・使用
料などの定期的な見直しを実施し、収入の確保・向上に努めるとともに、更なる行政改革の推進により義務的経費を中心とした経常経費の削
減に努める。
起債制限比率　：　前年度に比べ元利償還金は減少しているものの、普通交付税及び臨時財政対策債の減少による影響がこれを上回り、ポ
イントは０．３%（単年度１．２%）上昇している。類似団体平均よりも０．８%上回っているため、今後は地方債償還金への交付税措置が減少する
動向に常に注意し、投資的事業の計画を更に見直すなどにより、新規地方債の発行の抑制に努める。
人口一人当たり地方債現在高　：　類似団体平均より大きく上回る主な要因は、総合公園整備事業（平成３年～、平成１６年度末現在総事業
費６２億円、うち起債発行額３６億円、現在高に占める割合２１%）、文化会館建設事業（平成２～５年、総事業費４３億円、うち起債発行額２９
億円、現在高に占める割合１３%）等の１０～１５年前に集中して実施した建設事業に係るものであると考えられる。今後は緩やかにこれらの償
還が減少していくが、投資的事業の計画を見直し、新規地方債の発行の抑制と平準化を図ることで、後年度世代の負担の肥大化を回避す
る。
ラスパイレス指数　：　前年度より３．７%下回った要因は、平成１７年度実施の職員の給料カット（一般職３%）によるものである。類似団体平均
よりやや下回っているが、今後は、国公準拠を基本にした給与の適正化により人件費の抑制を図る。
人口１，０００人当たりの職員数 　：　シルバー人材センターへの委託や、退職不補充等による新規採用を抑制したことにより、昨年度より０．
３３人減少し、類似団体平均においても１．１８人下回っている。今後も定員適正化計画により、住民サービスを低下させることなく職員の削減
に努める。


